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【県内初！】日高川水系西川を特定都市河川に指定します 

～流域関係者で協働して水害に強いまちづくりに取り組みます～ 

 

〇 県では、気候変動により激甚化・頻発化する水害に備えるため、流域のあ

らゆる関係者の協働により水害対策に取り組む「流域治水」を進めていま

す。 

 

〇 「流域治水」の本格的な実践に向けた取組として、特定都市河川浸水被害

対策法に基づき、令和７年１月２８日に日高川水系西川を特定都市河川に

指定します。特定都市河川の指定は全国的に進められており、本県では初

めての指定となります。 

 

〇 指定により、河川整備等のハード対策の加速化に加え、流出抑制対策や水

害リスクを踏まえた土地利用等のソフト対策も活用して、効果的な浸水被

害軽減対策を進めていくことが可能となります。 

 

〇 今後は、県や流域市町等で構成する流域水害対策協議会を設置し、浸水被

害の軽減に向けた具体的な対策を盛り込んだ計画（流域水害対策計画）を

策定してまいります。 

 

〇 また、指定後は、流出抑制対策として、流域内の一定規模以上の宅地にす

る行為等については、河川への雨水の流出増加を抑制するための対策を義

務付ける運用を開始します。 

 

 

 

 

 

 

 

和歌山県 記者発表 

令和７年１月２８日 

（連絡先） 

県土整備部 河川下水道局 河川課 

担 当：木村、中尾 

電 話：０７３－４４１－３１３４ 

内 線：３１３４ 
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西川流域の概要 近年の浸水被害発生状況

・西川は日高川の河口付近で合流する一次支川
・潮位の影響を受けやすく満潮時は水がはけにくい
・下流域には、標高2m以下の低平地が広がり、
役場や主要交通等の都市機能が集積

・西川流域では過去から浸水被害が頻発
・平成29年10月の台風第21号では、床上浸水2戸、
床下浸水19戸の浸水被害が発生

・令和5年6月豪雨及び台風第2号では、床上浸水22
戸、床下浸水54戸の浸水被害が発生

西川の特定都市河川の指定の経緯

R3.6 西川流域の取組を含む日高川流域治水プロジェクトを策定

R3.11 改正特定都市河川浸水被害対策法の施行（流域治水の本格的な実践）

R6.3 西川流域水害対策協議会準備会を開催（県・流域４市町）

R7.1 西川を特定都市河川として指定

H29.10  台風第21号により床上浸水2戸、床下浸水19戸の浸水被害が発生

R5.6 豪雨及び台風第2号により床上浸水22戸、床下浸水54戸の浸水被害が発生

【流域諸元】
流域市町 御坊市、美浜町、日高町、日高川町
西川及びその支川 計19河川で構成
西川の延長 14.5km
流域面積 53.5km2

今後 特定都市河川浸水被害対策法を活用した治水対策の推進

越水

東裏川

西川

和田川
西川

②西川（R5.6）

③東裏川（R5.6）

①和田川・西川（H29.10）

②

①

③



【国土交通省ホームページ 流域治水施策集から抜粋し加工】

※地域の課題や実情に合わせて、対策メニューを選択
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令 和 ６ 年 １ ２ 月 ２ ４ 日 

水管理・国土保全局河川計画課 

あなたの地域の浸水を察知し迅速な行動へ 

～ワンコイン浸水センサ実証実験の新規参加者を募集します～ 

 

○実証実験の目的

 近年、大雨による浸水被害や河川の氾濫が頻発しており、浸水の状況を迅速

に把握し、災害対応を行うことが重要となっております。そのため、センサを

用いてリアルタイムに浸水状況を把握し防災行動に繋げる仕組みの構築に向

けて、国や自治体、民間企業等の様々な関係者が協力して、センサの特性や情

報共有の有効性等を実証するものです。 

※ こ れ ま で の 実 証 実 験 概 要 等 は 以 下 Ｗ Ｅ Ｂ サ イ ト に 掲 載 し て い ま す 。

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/wankoinsensa/index.html

○公募内容

（１）対象者

①実証実験実施地区となる自治体（市区町村）

②浸水センサを自ら設置・管理できる企業・団体等（都道府県含む）

※詳細は、別添公募実施要領をご覧ください。

（２）公募期間 

①、②共通：令和６年１２月２４日（火）

～令和７年２月２８日（金）１７時まで 

（３）公募説明会の開催について 

１）開催日時：令和７年１月１７日（金）１４：００～ 

２）開催方法：WEB 会議（Microsoft Teams によるオンライン開催） 

３）参加申込：別添公募実施要領 5.に従い、メールで申し込みください。 

（締切：令和７年１月１５日（水）１７：００まで） 

※報道関係者等の傍聴も可能です。

 

 浸水の危険性がある地域に手頃な価格の小型センサを設置し、リアルタイム

に浸水の有無を把握することが可能となりつつあります。 

このセンサの実証実験を、より有効に行うためには、様々な地域や場所で設

置する必要があります。このため、引き続き実証を行うこととし、新たに参加

する自治体や企業・団体等を募集します。 

【問合せ先】 

水管理・国土保全局 河川計画課 河川情報企画室 

企画専門官 成島(内線 35392)、係長 香川（内線 35394） 

代表 03-5253-8111 直通 03-5253-8446 

1
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令和７年度 ワンコイン浸水センサ実証実験 

公募実施要領 

令和６年１２月 

国土交通省 

水管理・国土保全局 

別添 
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ワンコイン浸水センサ実証実験 公募実施要領

1. ワンコイン浸水センサ実証実験の目的
近年、大雨による浸水被害や河川の氾濫が頻発しており、面的に浸水の状況をいち早く把握し、

迅速な災害対応を行うことが重要となっています。そのため、センサを用いてリアルタイムに浸水
状況を把握する仕組みの構築に向けて、民間企業と国や自治体等の様々な関係者がセンサを設置し、
センサの特性や情報共有の有効性等を検証するものです。（参考資料 1 についてもご参照ください。） 

2. 公募の内容
2.1 募集対象・応募資格
①実証実験実施地区となる自治体（市区町村）
【募集対象の分類】

①－１：国土交通省が用意する浸水センサ（以下：国用意センサ）を自ら設置、管理し、国土
交通省や他の実証実験参加者に浸水データを共有することが可能であること。 

①－２：浸水センサのデータ活用を行うこと前提に、浸水センサを自ら設置せず、実証実験実
施地区（以下：実施地区）の提供者となることが可能であること。 
※この参加方法は企業等の参加者が無い場合には、浸水センサが設置されないことと

なります。
【応募資格の共通事項】 

・実証実験に参加する「企業・団体等」のセンサ設置者に対して、設置場所等の相談・調整を
受けること。

・事務局が依頼する実証実験に関する各種調査・資料作成等に協力すること。
・参考資料 2,3 についてもご参照ください。

②企業・団体等
【募集対象の分類】

②－１：国用意センサを実施地区にある施設等（自社施設含む）に自ら設置・管理し、国土交
通省や他の実証実験参加者に浸水データを共有することが可能な企業・一般社団法人
等の団体（都道府県含む）。なお、共同体での参加も可能とする。 

②－２：自ら用意する浸水センサ（以下：独自センサ）を実施地区内の施設等（自社施設含む）
に設置・管理し、国土交通省や他の実証実験参加者に浸水データを共有する企業・一
般社団法人等の団体（都道府県含む）。なお、共同体での参加も可能とする。 

【応募資格の共通事項】 
・設置に関して必要な調整は、参加者自らが実施し設置場所を決定すること。設置箇所の市区

町村が実証実験参加者でない場合は、同時に当該市区町村も応募を行うこと。
・国用意センサのメーカーが国用意センサを使用して自ら設置者となることは不可とする。

（②－２による独自センサによる参加の場合は除く）
・事務局が依頼する実証実験に関する各種調査・資料作成等に協力すること。

3
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  ・参考資料 2,3 についてもご参照ください。 
2.2 利用するセンサ 
 本実証実験で使用する国用意センサについては、公募説明会（令和７年１月１７日開催予定）
にて対象となる製品を説明します。それを踏まえて、設置を希望する浸水センサのメーカー及び
数量等を応募様式にて提出いただきます。 
 なお、データ共有を前提として、独自センサを用いた参加または国用意センサと独自センサ両
方を用いた参加も可能です。 
※参考として令和６年度実証実験で用意した浸水センサ（国用意センサ）の概要は、参考資料 4

を参照してください。 
 

2.3 実証実験実施地区となる自治体 
 今年度の実証実験のモデル地区となる自治体（１６２市区町村：令和６年７月時点）に加え、
公募で決定する追加の自治体が加わります。追加の決定は後日、国土交通省 WEB サイト（以下
URL 参照）にて発表いたします。 
https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/wankoinsensa/index.html 

 
2.4 主なスケジュール 

令和６年１２月２４日（火）  公募開始 
令和７年 １月１７日（金）  説明会 
     ２月２８日（金）   公募締切 

※３月中旬～下旬頃 実証実験参加企業・団体の決定・公表 
４月以降      浸水センサ調達・設置を開始予定 
 

2.5 費用の負担 
令和７年度の実証実験にかかる参加自治体・企業等と国土交通省の費用負担については、表１

を予定しています。 
表 1 費用負担（国用意センサ使用の場合） 

国土交通省 令和７年度 参加自治体・企業等 

①浸水センサ 
②中継装置 
③通信装置 
④通信費用等（①,③に必要な LTE,Sigfox 等

の通信費及び通信クラウド費用等） 
⑤データ共有サーバ運営費 

（表示システム等含む） 

⑥浸水センサ、中継装置などを現地へ据え付
ける費用（取付具などを含む） 

⑦電気代などの管理に係る費用 
⑧既存の Wi-fi 設備を利用する浸水センサの

場合はそのインターネット通信費用 

  ※ただし、国土交通省が用意する浸水センサや中継装置等を用いず、独自の浸水センサで参加
する場合は、⑤データ共有サーバ運営費以外の全てについて、参加者で負担となります。 

  ※予算の制約上、設置を計画いただいた数の一部のみの用意となる場合があります。あらかじ
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めご容赦ください。 
  ※④通信費用等については、翌年度以降参加自治体・企業等の支払いとなります。 

※参考資料２についてもご参照ください。 
 
3. 応募手続き 

3.1 応募書類等 
応募書類は、指定した様式を用い、日本語で作成し提出して下さい。また、文字の大きさにつ

いては 12pt を基本として読みやすい文字の大きさとして下さい。応募書類は表 2 のとおりです。 
表 2 応募書類 

様式 応募様式名称 
様式－１ 
様式－２ 
様式－３ 
様式－４ 
様式－５ 
様式－６ 

参考資料※ 

ワンコイン浸水センサ実証実験 応募様式（自治体） 
センサ設置計画（自治体） 
実証実験実施地区設置対象予定エリア（自治体） 
ワンコイン浸水センサ実証実験 応募様式（企業・団体等） 
設置概要（企業・団体等） 
センサ設置計画（企業・団体等） 
浸水センサの概要がわかるパンフレット等 

※参考資料は、独自センサを利用する場合に提出してください。 
 

3.2 応募書類の提出 
3.2.1 応募書類等の提出期限 

・自治体（様式－１～３）   ：令和７年 ２月２８日（金） １７：００ 
・企業・団体等（様式－４～６）：令和７年 ２月２８日（金） １７：００ 
※応募期限後も状況により、追加参加が可能となる場合がありますので、その場合は「問い合

わせ先」までお問い合わせください。 
※参考資料３についてもご参照ください。 
 

3.2.2 応募書類等の提出先 
応募書類送付の際は、件名を「ワンコイン浸水センサ実証実験への応募」とし、下記アドレス

に電子メールにて送付してください。 
（E-Mail）hqt-immersion-sensor［at］gxb.mlit.go.jp （［at］は@に変換して下さい。） 
※送付するメール（応募書類添付）の容量は 10MB 以下としてください。 
※着信確認の電話を以下連絡先まで必ずお願いします。 
 国土交通省 水管理・国土保全局 河川情報企画室 香川 
 TEL：０３－５２５３－８４４６（直通） 
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3.3 応募書類の受理 
提出された応募書類について、本要領に従っていない場合や不備がある場合、応募書類の記載

内容に虚偽があった場合、または、応募資格を有しない者の応募書類については受理できません。 
 

3.4 秘密の保持 
応募書類は参加者の特定のためにのみ利用し、公表はいたしません（様式－３は除く）。また、

提出された応募書類については、当該応募者に無断で二次的に使用することはしません。ただし、
実証実験の参加者となった応募者について、企業名等を国土交通省のウェブサイト等で公表す
るとともに、実証実験において設置した浸水センサの設置場所や実証実験状況等は、実証の進捗
に合わせ、国土交通省のウェブサイト等で公表します。 

また、応募内容については、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成十一年法律
第四十二号）において、行政機関が取得した文書について、開示請求者からの開示請求があった
場合は、当該企業等の権利や競争上の地位等を害するおそれがないものについては、開示対象と
なる場合があります。 

 
3.5 注意事項 

応募書類の作成、提出に関する費用は、提出者の負担とします。 
センサの希望者数や希望個数が多くなった場合は、様式の記載内容を加味し、センサ数を調整

させていただくことがあります。 
特定のセンサ会社のみを希望の場合、受注時期が重なり、納入が遅れ、令和８年冬の設置等に

なる場合もありますので、他社への変更が可能か等も調整させていただく可能性もあります。 
 

3.6 応募書類の確認 
提出された応募書類の内容について問合せを行う場合があります。 

 
4. 結果の通知・公表 

4.1 結果の通知 
結果については、結果によらず電子メールにて応募者（共同体で参加の場合は、代表者）に対

して通知します。なお、審査結果に関する問い合わせには応じませんので予めご了承ください。 
 

4.2 結果の公表 
実証実験の参加者となった応募者は、企業名等を国土交通省のウェブサイト等で公表します。 

 
5. 実証実験の公募に関する説明会 

本公募に関し、以下のとおり説明会を実施します。説明会への参加をご希望の方は、件名を「浸
水センサ実証実験の公募説明会」とし、説明会の参加者を記載した様式－７を以下の宛先まで電子
メールにてお送り下さい。 

なお、説明会への参加がなくとも実証実験への応募は可能です。説明会は報道関係者等も参加可

6
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能としますので、参加希望者は同様に申し込みをお願いします。 
・開催日時：令和７年１月１７日（金） １４：００～（2 時間以内を予定） 
・開催方法：Teams によるオンライン開催（参加希望者へ URL を配布します） 
・申込期限：令和７年１月１５日（水） １４：００ 
・宛  先：国土交通省 ワンコインセンサ担当 

（E-Mail）hqt-immersion-sensor［at］gxb.mlit.go.jp （［at］は@に変換して下さい。） 
 
6. 問い合わせ先 

本要領に関する問い合わせは、件名を「ワンコイン浸水センサ実証実験への問い合わせ」、本文に
連絡先（企業名・担当者名・連絡先）を記載して、下記の電子メールにてお願いします。 

国土交通省 ワンコインセンサ担当 
（E-Mail）hqt-immersion-sensor［at］gxb.mlit.go.jp （［at］は@に変換して下さい。） 
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浸水情報をリアルタイムにホームページで公開しています。

国土交通省HP ワンコイン浸水センサ実証実験
https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/wankoinsensa/index.html

浸水発生時の迅速な判断・情報発信に役立つ

ワンコイン浸水センサ実証実験
～ 官民連携による流域の浸水状況把握 ～

ポンプ設置のタイミングや通行可否の判断に
浸水センサを活用

実証実験参加自治体：秋田県秋田市
（令和６年７月9日 浸水状況）

実証実験参加自治体：埼玉県戸田市
（令和６年７月３１日豪雨 浸水状況）

浸水センサ

ワンコイン浸水センサ実証実験の概要
参考資料１

浸水センサ

8



官民連携で浸水状況をリアルタイムで把握する仕組みを作っています

官民連携による浸水域把握（活用のイメージ）

・小型
・低コスト
・長寿命

実証実験に用いている浸水センサ

リアルタイムの浸水状況表示システム

国・自治体・企業・大学など、流域内のあらゆる関係者が参加して実証実験を実施中！

小型、低コストかつ長寿命で、流域内に多数の設置が可能な浸水センサ

お問い合わせ先
国土交通省 水管理・国土保全局 河川計画課 河川情報企画室
ワンコイン浸水センサ 担当

E-Mail：hqt-immersion-sensor@gxb.mlit.go.jp

浸水センサを活用することで、浸水範囲や浸水深を早期に
把握することが可能となるため、避難情報発令及び通行規
制の判断や面的な被害状況の把握に繋げたい。

急な浸水や内水氾濫をいち早く把握することで管理施設の
被害防止・軽減、早期復旧に活用したい。

A自治体

B企業

ワンコイン浸水センサ

ワンコイン浸水センサ実証実験参加者の声

浸水センサ表示システムのイメージ（広域＆拡大）

各センサの情報を一元的に収集し、浸水状況を共有するシステム

9



ワ
ンコ
イン
浸
水
セ
ンサ
実
証
実
験
参
加
者
の
分
類

費
用
負
担

参
加
の
形
式

参
加
目
的
の
事
例

参
加
者
の
分
類

○
セ
ンサ
の
設
置
費

○
翌
年
度
以
降
（
令
和
８
年
4月
～
）
の
ラン
ニン
グ
コス
ト

（
セ
ンサ
通
信
費
・セ
ンサ
メー
カー
の
クラ
ウド
運
用
経
費
）

○
電
気
代
な
ど管
理
に
係
る
費
用

※
以
下
の
費
用
は
国
負
担
※

○
セ
ンサ
及
び
関
係
機
器
費

○
初
年
度
の
ラン
ニン
グ
コス
ト

（
セ
ンサ
通
信
費
・セ
ンサ
メー
カー
の
クラ
ウド
運
用
経
費
）

○
デ
ー
タ共
有
サ
ー
バ
等
の
表
示
シ
ス
テ
ム
運
用
に
関
す
る
経
費

①
－
１

国
交
省
が
用
意
す
る
セ
ンサ
を
設
置

（
対
象
の
複
数
社
の
セ
ンサ
か
ら希
望
す
る
メー
カー

及
び
数
量
を
選
択
す
る
）

・管
内
の
浸
水
状
況
把
握

・浸
水
情
報
の
自
治
体
防
災
関

係
シ
ス
テ
ム
へ
の
連
携

な
ど

① 市
区
町
村

①
－
２

浸
水
セ
ンサ
を
自
ら設
置
せ
ず
、モ
デ
ル
地
区
の
提
供

者
とな
る

同
上

②
－
１

国
交
省
が
用
意
す
る
セ
ンサ
を
設
置

（
対
象
の
複
数
社
の
セ
ンサ
か
ら希
望
す
る
メー
カー

及
び
数
量
を
選
択
す
る
）

・自
社
施
設
に
対
す
る
浸
水
把
握

・自
社
開
発
セ
ンサ
の
現
地
実
証

・浸
水
情
報
を
活
用
した
自
治
体

向
け
シ
ス
テ
ム
開
発
、保
険
商

品
開
発
な
ど、
企
業
に
よ
る
新
た

な
商
品
開
発

・大
学
等
に
よ
る
研
究

・都
道
府
県
管
理
河
川
周
辺
の

浸
水
状
況
把
握

な
ど

② 企
業
・団
体
等

（
都
道
府
県
含
む
）

「デ
ー
タ共
有
サ
ー
バ
等
の
表
示
シ
ス
テ
ム
運
用
に
関
す
る
経
費
」

以
外
は
全
て
参
加
者
負
担

②
－
２

自
社
で
用
意
す
る
セ
ンサ
を
設
置

－
国
交
省
が
用
意
す
る
セ
ンサ
を
設
置

管
内
（
直
轄
管
理
河
川
周

辺
）
の
浸
水
状
況
把
握
な
ど

③ 国
土
交
通
省

（
河
川
関
係
事
務
所
）

ど
ち
ら
か
又
は
両
方
で
も
可

※
公
募
の
対
象
は
、
①
と
②
の
参
加
者

参
考
資
料
２
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ワ
ンコ
イン
浸
水
セ
ンサ
実
証
実
験
参
加
の
流
れ
（
令
和
6年
度
新
規
参
加
者
）

※
1:
参
加
方
法
①
－
１
の
場
合
も
、
実
証
実
験
を
希
望
す
る
企
業
と
自
治
体
の
浸
水
把
握
ニ
ー
ズ
な
ど
を
調
整
し
、
企
業
の
受
け
入
れ
に
関
し
て
調
整
を
受
け
る
こ
と
を
条
件
と
し
ま
す
。

※
2:
企
業
等
が
市
区
町
村
と
連
携
し
て
②
-1
ま
た
は
②
-2
で
参
加
す
る
場
合
、
市
区
町
村
の
①
-2
で
の
参
加
エ
ン
ト
リ
ー
が
合
わ
せ
て
必
要
で
す
。

※
3:
都
道
府
県
と
し
て
の
参
加
の
場
合
は
、
企
業
・
団
体
等
の
参
加
者
（
②
－
１
ま
た
は
②
－
２
）
と
し
て
エ
ン
ト
リ
ー
し
て
く
だ
さ
い
。

※
4:
企
業
の
自
社
施
設
に
設
置
す
る
場
合
も
、
市
区
町
村
が
実
施
地
区
と
し
て
参
加
エ
ン
ト
リ
ー
し
て
い
る
こ
と
が
条
件
と
な
り
ま
す
。
（
そ
の
場
合
は
、
市
区
町
村
へ
の
設
置
箇
所
の
調
整
等
は
不
要
）

公
募
開
始

市
区
町
村

企
業
・
団
体
等

参
加
方
法
①
－
1
※
1

国
土
交
通
省
が
用
意
す
る
浸
水

セ
ン
サ
を
自
ら
設
置
、
管
理

参
加
方
法
①
－
2
※
2

国
・
企
業
等
が
設
置
す
る
浸

水
セ
ン
サ
の
デ
ー
タ
活
用
を

前
提
に
、
浸
水
セ
ン
サ
を
自

ら
設
置
せ
ず
、
実
施
地
区
の

提
供
者
と
な
る

様
式
１
，
２
，
３
の
提
出

様
式
１
、
３
の
提
出

実
施
地
区
と
な
る
市
区
町
村
の
公
表

参
加
方
法
②
－
1

国
土
交
通
省
が
用
意
す
る
浸
水

セ
ン
サ
を
実
施
地
区
に
あ
る
施

設
等
に
自
ら
設
置
・
管
理

参
加
方
法
②
－
2

自
ら
用
意
す
る
浸
水
セ
ン
サ

を
実
施
地
区
に
あ
る
施
設
等

に
設
置
・
管
理

新
規
参
加
者
の
決
定
・
公
表
（
一
次
公
募
）様
式
４
，
５
，
６
の
提
出
※
3､
4

実
施
地
区
と
な
る
市
区
町
村
か
ら
浸
水
セ
ン
サ
設
置
を
行
う
市
区
町
村

を
選
択
（
既
参
加
市
区
町
村
含
む
）

〆
2/
28

〆
2/
28

〆
2/
28

参
考
資
料
３

３
月
中

11



令
和
６
年
度
ワ
ン
コ
イ
ン
浸
水
セ
ン
サ
実
証
実
験

令
和
６
年
度
実
証
実
験
で
国
交
省
が
用
意
し
た
対
象
の
９
社
の
セ
ン
サ

※
令
和
７
年
度
の
対
象
セ
ン
サ
に
つ
き
ま
し
て
は
、
公
募
説
明
会
（
令
和
７
年
１
月
１
７
日
開
催
予
定
）
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

セ
ン
サ
部
拡
大

セ
ン
サ
部
拡
大

セ
ン
サ
部
拡
大

京
セ
ラ
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス

テ
ム
（
株
）
／
マ
ス
プ
ロ
電
工
(株
)

セ
ン
サ
・

通
信
部

旭
光
電
機
（
株
）

セ
ン
サ
部
拡
大

セ
ン
サ
部

応
用
地
質
（
株
）

セ
ン
サ
部通
信
部

セ
ン
サ
部
拡
大

光
陽
無
線
（
株
）

／
太
陽
誘
電
（
株
）

太
平
洋
工
業
（
株
）

ニ
タ
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
（
株
）

リ
プ
ロ
（
株
）

通
信
部

セ
ン
サ
部

エ
ヌ
エ
ス
テ
ィ
・
グ
ロ
ー
バ
リ
ス
ト
（
株
）

セ
ン
サ
部
拡
大

通
信
部

セ
ン
サ
部

セ
ン
サ
部

N
T
T
イ
ン
フ
ラ
ネ
ッ
ト
（
株
）

セ
ン
サ
部
拡
大

通
信
部

セ
ン
サ
部

参
考
資
料
４
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令
和
６
年
度
ワ
ン
コ
イ
ン
浸
水
セ
ン
サ
実
証
実
験

令
和
６
年
度
実
証
実
験
で
国
交
省
が
用
意
し
た
対
象
の
９
社
の
セ
ン
サ

※
令
和
７
年
度
の
対
象
セ
ン
サ
に
つ
き
ま
し
て
は
、
公
募
説
明
会
（
令
和
７
年
１
月
１
７
日
開
催
予
定
）
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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令
和

６
年

度
ワ
ン
コ
イ
ン
浸

水
セ
ン
サ
実

証
実

験
参

加
者

一
覧

令
和

６
年

度
実

証
実

験
に

参
加

す
る

自
治

体
・

企
業

等
【

1
６

２
自

治
体

・
４

５
企

業
等

】
（

令
和

６
年

７
月

２
３

日
時

点
）

赤
着
色
：
実
証
実
験
参
加
自
治
体

※
黒
字
は
令
和
4年

度
ま
た
は

令
和
5年

度
か
ら
の
継
続
参
加
者

※
赤
字
は
令
和
6年

度
１
次
公
募
の
新
規
参
加
者

※
青
字
は
令
和
6年

度
２
次
公
募
の
新
規
参
加
者

1
北

海
道

 
函

館
市

TO
PP

AN
デ

ジ
タ

ル
株

式
会

社
47

埼
⽟

県
 

⼾
⽥

市
埼

⽟
県

 
県

⼟
整

備
部

 
河

川
砂

防
課

95
三

重
県

 
桑

名
市

中
央

⼤
学

研
究

開
発

機
構

13
3

愛
媛

県
 

松
⼭

市
2

北
海

道
 

滝
川

市
合

同
会

社
サ

ン
技

術
研

究
所

48
埼

⽟
県

 
⼊

間
市

埼
⽟

県
 

県
⼟

整
備

部
 

河
川

砂
防

課
96

三
重

県
 

⿃
⽻

市
13

4
愛

媛
県

 
新

居
浜

市
（

株
）

ハ
ー

ト
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
3

北
海

道
 

今
⾦

町
49

埼
⽟

県
 

志
⽊

市
埼

⽟
県

 
県

⼟
整

備
部

 
河

川
砂

防
課

13
5

愛
媛

県
 

⼤
洲

市
4

北
海

道
 

鷹
栖

町
50

埼
⽟

県
 

桶
川

市
埼

⽟
県

 
県

⼟
整

備
部

 
河

川
砂

防
課

13
6

⾼
知

県
 

⾼
知

市
ニ

ッ
ポ

ン
⾼

度
紙

⼯
業

（
株

）
5

北
海

道
 

美
瑛

町
51

埼
⽟

県
 

久
喜

市
98

滋
賀

県
 

野
洲

市
13

7
⾼

知
県

 
四

万
⼗

市
中

央
⼤

学
研

究
開

発
機

構
6

北
海

道
 

む
か

わ
町

52
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